
調査の背景

東京や大阪など10都道府県では、長期に渡り緊急事態宣言が発令されました。また、5県では「まん延防止
等重点措置」が適用されてきました。これらの措置について、18歳以上の男女1,000人に聞きました（2021
年6月19日現在）。

調査結果サマリ

• 3回目の緊急事態宣言の効果については、「十分効果があった」「ある程度効果があった」と感じる人は
全体の42.7%、「全く効果がなかった」「あまり効果がなかった」と感じる人は全体の56.7%であった。
大きな差はないものの、効果を疑問視する人の割合が多少上回った。

• 感染拡大を抑えるための措置としては、「事業者の休業・時短に対する支援を手厚くした方が良い」と
いう回答が42.3%、「個人の外出禁止等も命じることができるようにしたほうが良い」という回答が
32.6%であった。なお、「法規制で事業者や個人の行動を抑制すべきではない」という回答は10.6%と
比較的低割合であり、手段は分かれるものの、感染拡大防止のためであればある程度強い制限があっても
やむを得ないと考える人が大半であることがわかった。

• 店舗の休業・時短営業に関する補償としては、「十分・ある程度手厚い」が31.7%に対し、「不十分・
あまり十分ではない」が64.8%と、さらなる補償の必要性を感じている人の割合が倍以上という結果に
なった。また、そのタイミングについても、「直ちに（6月中）」が61.3%と圧倒的に多く、7月中の
13.7%や8月中の7.5%を大きく引き離した。

• 休業要請に応じた店舗が廃業や倒産をした例を知っているかという問いに関しては、実に78.4%が知って
いると回答し、大多数が身近なところで事業者の経営難を目の当たりにしている現状が明らかとなった。

• 感染を防止しつつ店舗の倒産を防ぐための措置としては、「時短・休業への補償をさらに充実させる」が
39.4%と最も多かったが、テイクアウト・デリバリー・キャッシュレス等の非接触型ビジネスの導入支援
が29.9%、通常の感染症予防対策の強化が23.6%と、他の対策の割合もそれなりに高かった。解決策に
決定打がなく、複合的な措置の必要性を人々が感じている状況が、垣間見える結果となった。

調査結果の詳細

以下の通りである。

<<第23回 KSI Web調査>>
「第3回緊急事態宣言・まん延防止等重点措置について、どう思う？」

～「効果あった」4割超、一方で身近な店舗の廃業や倒産を「知っている」8割弱、
休業・時短への支援や補償のさらなる充実を求める声が多数という結果に～

回答者数：1,000人
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十分な効果が
あったと思う
30人

ある程度の効果は
あったと思う
397人

あまり効果が
なかったと思う
388人

全く効果が
なかったと思う
179人

わからない 6人

今回の緊急事態宣言は、新型コロナの
感染拡大防止に効果があったと思う？
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わからない

現在の法規制のままで良い

法規制で事業者や個人の行動を抑制すべきではない

個人の外出禁止等も命じることができるようにした方が良い

事業者の休業・時短に係る支援を手厚くした方が良い

人数

感染を抑えるためには、法律を改正し、
個人の外出禁止等も命じることができるようにすべきだと思う？

もしくは、事業者への休業・時短に係る支援を手厚くした方が良いと思う？

十分だと思う 72人

十分ではないが、
それなりに手厚い
と思う 245人

あまり十分で
はないと思う
328人

不十分だと
思う 320人

わからない 35人

休業・時短営業に対する事業者への補償は
十分だと思う？
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わからない

支援強化や追加的な補償策を講じる必要はない

次期自民党総裁選・衆議院議員選挙前（９月頃まで）

次期衆議院議員選挙以降（１０月以降）

オリンピック開催終了後（８月中）

オリンピック開催前（７月中）

直ちに（６月中）

人数

事業者への支援強化や追加的な補償策を講じるなら
タイミングはいつが良いと思う？
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調査方法 インターネット上でのアンケート
※「Yahoo!クラウドソーシング」（https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/）を活用

調査期間 2021年6月19日

調査数 1,000人

注）本調査は、Yahoo!クラウドソーシングサービスを活用し、属性等を指定することなく広く一般的に回答を集めたものです。
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通常の感染症予防対策（ソーシャル・ディスタンスの徹底、手洗い等）を強化する

テイクアウト・デリバリー・キャッシュレス等、非接触型ビジネスの導入を支援する

時短・休業に係る補償をさらに充実させる

人数

感染を防止しつつ店舗の倒産を防ぐには
どんな対策が有効だと思う？

複数知っている
280人

少数知っている
504人

知らない
216人

休業要請に応じた店舗が、
廃業や倒産をした例を知っている？

https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/

